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Abstract :
Objective : Review of the literature on healthcare conflict management education in Japan, focusing on the
contents, study design, and effects of education, with the aim of clarifying issues in order to advance inter­
professional education（IPE）and enhance conflict management.
Methods : The literature search was performed by thesaurus words using the electronic database Ichushi­
Web Ver.5. The inclusion criterion was healthcare conflict management education actually performed in Ja­
pan. The contents, study design, and effects of the education were examined.
Results : In total, 113 reports were found ; among these, 15 reports were included in the final analysis. Re­
garding the contents of education, 11 reports on healthcare workers were conducted using IPE. No reports on
healthcare students were conducted using IPE. Regarding the effects of education, in reports on healthcare
workers, significant improvement in understanding, usefulness, attitudes, efficacy, and skills was confirmed.
In reports on healthcare students, significant improvement in understanding conflict of values and performing
negotiation was confirmed. Regarding study design, no reports examined individual behavioral change by
random allocation using a control group.
Conclusion : Educational contents and effects differ depending on the participant. Thus, it is necessary to
further examine the educational contents and effects while taking into consideration the characteristics of par­
ticipants. Further research examining individual behavioral change is needed.
Key Words : Interprofessional Work, Interprofessional Education, Conflict Management
抄録：
目的：日本の医療におけるコンフリクト・マネジメントに関する教育介入がある論文を，教育介入，
研究デザイン，教育効果の視点からレビューを行い，コンフリクト・マネジメントの深化を図る IPE
を進展させる上での課題を明らかにすることを目的とした。
方法：国内医学文献データベースである医中誌 Web Ver.5を用い，主題検索を行った。検出論文か
ら，コンフリクト・マネジメントに関する教育介入がある論文を採用した。採用基準を満たした論文
から，教育介入，研究デザイン，教育効果についてデータを抽出した。
結果：113編が検出され，このうち，採用基準に合致した論文 15編を対象とした。教育介入として，
参加者が専門職の論文のうち，複数の領域の専門職が共に学ぶ IPE は 11編であった。参加者が学生
の論文のうち，複数の専攻の学生が共に学ぶ IPE の報告はなかった。教育効果として，参加者が専
門職の論文では，知識，態度，技術において肯定的な変化が確認された。参加者が複数の専攻の学生
の論文では，価値の対立への理解，交渉体験が確認された。研究デザインでは，無作為割付，対照群
の設定，個人変容の観察はなかった。
９
Ⅰ．緒 言
インタープロフェッショナル・ワーク（In­
terprofessional Work ; IPW，以下 IPW）は，複
雑高度な医療問題をもつ利用者のニーズを満た
すサービス提供の方法論であり，IPW による
効果として，入院期間の減少，滞在費の減少な
どが示されている1）。しかし，その一方で，
IPW の課題として，善人を集めればよいチー
ムができるといったチームワークの誤解，組織
やチームに対する低いコミットメント，スペシ
ャリストとジェネラリストの対立，相次ぐ医療
訴訟や医療過誤による患者・家族の消費者意識
の高まり等が指摘され，その対応策が求められ
ている2）。特に多職種で構成されるチーム内の
コンフリクトがあげられ，看護師を対象とした
調査では，現場で職種間，部署間におきるコン
フリクトに遭遇していることが示され3），これ
からの IPW においてそれらをいかにマネジメ
ントしていくかが課題である。米国の Interpro­
fessional Partners in Action（以下 IPPIA）が公
表した IPW の 4つのコアコンピテンシー4），ま
た，Canadian Interprofessional Health Collabora­
tive（以下 CIHC）が提唱した 6つのコンピテ
ンシーにコンフリクト・マネジメントが含まれ
ており，中でも CIHC は IPW のコンフリクト
・マネジメントとして，コンフリクトの認知，
対処，ガイドライン作り，異なった意見を述べ
ることができるような安全な環境の確立，統一
見解の作成の必要性等をあげている5）。
日本の学士教育におけるインタープロフェッ
ショナル教育（ Interprofessional Education ;
IPE，以下 IPE）でもこれらのコンピテンシー
をとりあげているものの，教育効果では，IPW
のコンフリクト・マネジメントに該当する内
容5）は散見されるのみである6）。また，日本の
IPE の教育効果では，エビデンスがある研究デ
ザインに則り，適切に評価を行ったかという視
点からの検討は少ない。
そこで，本研究では，IPW における今日的
な課題に対応するため，IPW のコンピテンシ
ーの中でも特にコンフリクト・マネジメントに
着目し，日本の医療におけるコンフリクト・マ
ネジメントに関する教育介入がある論文を，教
育介入，研究デザイン，教育効果の視点からレ
ビューを行い，コンフリクト・マネジメントの
深化を図る IPE を進展させる上での課題につ
いて検討することを目的とした。
Ⅱ．方 法
1．用語の定義
1）インタープロフェッショナル教育：IPE
（Interprofessional Education）
複数の領域の専門職者が連携およびケアの質
を改善するために，同じ場所でともに学び，お
互いから学びあいながら，お互いのことを学ぶ
ことを意味する。
2）コンフリクト・マネジメント
医療における専門職間あるいは対象者と専門
職間の認知の齟齬状況への対処とする。
2．文献検索データベース
代表的な国内医学文献データベースである医
中誌 Web Ver.5を用い，主題検索を行った。
検索式を表 1に示す（検索日 2015年 7月 3
日）。絞込み条件として，論文種類を原著論文
のみとし症例報告は除いたが，収載誌発行年の
限定は行わなかった。
3．採用基準
検出論文から，コンフリクト・マネジメント
に関する教育介入がある論文を採用した。
結論：教育介入や教育効果は参加者によって異なっており，参加者の特性に沿った教育介入や教育効
果の検証が必要である。また，個人変容に焦点をあてた評価が期待される。
キーワード：インタープロフェッショナル・ワーク，インタープロフェッショナル教育，コンフリク
ト・マネジメント
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検出論文（n=113）
検討論文（n=15）
除外論文 (n=98）
実態調査のみで教育介入がない（n=69）
教育介入の目標
①医療事故のメカニズムや要因の理解、医療リスク感性
や医療安全性に対する態度の変化、技術や手技の向上、
医療安全環境の整備（n=19）
②死生観や倫理的感受性の変化（n=9）
③新人看護師の指導者として自覚等（n=1）
4．データ抽出
採用基準を満たした論文から，教育介入（参
加者，目標，時間，インストラクター・ファシ
リテーター，プログラム），研究デザイン（研
究デザイン，エビデンスレベル，無作為割付，
対照群の設定，個人変容の観察，ベースライン
調査，フォローアップ調査と時期），教育効果
（データ収集方法，回収率，分析対象，評価指
標，分析方法，教育効果）についてデータを抽
出した。エビデンスレベルは，Minds 診療ガイ
ドライン選定部会による分類を参考にした7）
（表 2）。
5．倫理的配慮
この研究方法は，すでに論文に報告された結
果に基づいており，倫理面での問題はない。
Ⅲ．結 果
1．検索結果
文献検索の結果，113編が検出された。この
うち，採用基準に合致した論文は 15編であっ
た（図 1）3, 8-21）。発表年はすべて 2009年以降で
あった。
2．教育介入の特徴（表 3）
参加者は，専門職が 13編3, 8-9, 11-16, 18-21），学生が
2編10, 17）であった。教育介入の特徴は，参加者
が専門職，学生の場合で異なるため，それぞれ
に分けて述べる。
1）参加者が専門職の論文
複数の領域の専門職が共に学ぶ IPE は 11
編3, 8-9, 11, 13, 15, 16, 18-21）で，そのうち 1編9）は参加者に
患者が含まれていた。同一職種のみは 2編12, 14）
であった。IPE による教育介入は，目標が「医
療メディエーションの理解，態度，スキルの修
得」の論文が 5編13, 16, 18, 20, 21）と最も多かった。取
り上げているコンフリクトは，患者と専門職間
での認知の齟齬（医療有害事象等）が 8
編9, 13-16, 18, 20, 21），専門職種間での認知の齟齬が 4
表 1 検索式 Search strategy
番号 検索式 検出件数
#1
#2
#3
#4
#5
#6
#7
#8
#9
#10
#11
#12
専門教育／MTH
現職教育／MTH
#1 or #2
医事紛争／TH
医療過誤／TH
交渉過程／TH
葛藤／TH
コンフリクト／TA
#4 or #5 or #6 or #7 or #8
#3 and #9
（#10）and（PT＝症例報告除く）
（#11）and（PT＝原著論文）
66,768
16,368
77,508
5,691
9,630
565
2,912
354
16,527
396
395
113
表 2 研究デザインとエビデンス分類
Level 内容
1 a 無作為化比較対照試験のメタアナリシス
1 b 少なくとも一つの無作為化比較対照試験
2 a
無作為割付を伴わない同時コントロールを伴
うコホート研究
2 b
無作為割付を伴わない過去コントロールを伴
うコホート研究
3 症例対照研究
4 前後比較，対照群を伴わない研究
5 実践報告，質的研究
6 専門家個人の意見
Minds 診療ガイドライン選定部会による分類を参考
図 1 検討論文の選出フローチャート
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編8, 11, 12, 19）であった。取り上げているコンフリク
ト・マネジメントは，患者と専門職間での認知
の齟齬の場合，医療メディエーションが 6
編13, 14, 16, 18, 20, 21），エンパワメントが 1編9），苦情
の原因分析（接遇の重要性の認識）が 1編15）
で，専門職種間での認知の齟齬の場合，カンフ
ァレンスが 3編8, 11, 19），リーダーシップ・コミ
ュニケーションが 1編12）であった。
2）参加者が学生の論文
複数の専攻の学生が共に学ぶ IPE の報告は
なかった。取り上げているコンフリクトは，い
ずれも専門職種間の認知の齟齬で，取り上げて
いるコンフリクト・マネジメントは，交渉が 1
編10），価値の対立の理解が 1編17）であった。具
体的には，看護学生（3年課程 2年次）の 1
編17）では，目標は「倫理的葛藤の理解：倫理的
な問題や価値の多様性，自分の中にある個人的
価値と専門的価値に気づき，倫理的葛藤の実際
を知る」とし 3時間で，倫理的葛藤事例「未婚
で夢の実現途中であり人工妊娠中絶に悩む女
性」の提示，自分の考えと理由の記述，グルー
プワーク，全体討議で構成するプログラムであ
った。看護学生（4年課程 3年次）の 1編10）で
は，目標は「交渉の経験と成果：臨地実習指導
者や他職種に理解と協力が得られる」とし，4
週間の実習のうち 2週目以降の 2週間で，グル
ープ（4-5名）で取り組むテーマを設定し，課
題達成に向けた実習計画の立案，実習指導者や
他職種に理解および協力依頼の交渉，合同実習
成果発表会で構成するプログラムであった。
3．研究デザインの特徴（表 4）
実践報告が 8編8, 10, 13-15, 16, 18, 21），質的研究が 5
編3, 9, 11, 12, 19），前後比較が 1編17），前後比較と質
的研究が 1編20）であった。エビデンスレベル
は，4が 2編17, 20）で，残りは 5であった。無作
為割付，対照群の設定，個人変容の観察はなか
った。フォローアップ調査の時期は，直後が 5
編14, 16-18, 21），翌週が 1編10），2週間後が 1編20），
平均 28ヶ月が 1編13）であった。
4．教育効果の特徴（表 5）
データ収集方法は，質問紙法が 9
編8, 10, 13-18, 21），面接法が 3 編3, 9, 11），観察法が 1
編19），記録物が 1編12），質問紙法と面接法が 1
編20）であった。質問紙法の評価指標は，理解
表 4 研究デザインの要約
ID 研究デザイン エビデンスレベル 無作為割付 対照群の設定 個人変容の観察 BT FT FT の時期
1 実践報告 5 × × × × ○
直後
2週間後
2 質的研究 5 － － － － － －
3 実践報告 5 × × × × ○ 翌週
4 質的研究 5 － － － － － －
5 質的研究 5 － － － － － －
6 実践報告 5 × × × × ○
1−66ヵ月
平均 28カ月
7 実践報告 5 × × × × ○ 直後
8 実践報告 5 × × × × ○ 1ヶ月以内
9 実践報告 5 × × × × ○ 直後
10 質的研究 5 － － － － － －
11 前後比較 4 × × × ○ ○ 直後
12 実践報告 5 × × × × ○ 直後
13 質的研究 5 － － － － － －
14
前後比較
質的研究
4 × × × ○ ○
2週間後
8週間後
15 実践報告 5 × × × × ○ 直後
不明，非該当：－ あり：○ なし：× ベースライン調査：BT フォローアップ調査：FT
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表
5
教
育
効
果
の
要
約
ID
デ
ー
タ
収
集
回
収
率
分
析
対
象
評
価
指
標
分
析
方
法
教
育
効
果
1
質
問
紙
法
91
％
31
名
IE
S-
R
得
点
の
変
化
記
述
統
計
，
推
測
統
計
事
例
発
生
直
後
と
2
週
間
後
で
IE
S-
R
得
点
が
有
意
に
減
少
，
ス
タ
ッ
フ
あ
る
い
は
他
入
院
患
者
間
の
無
用
な
憶
測
を
避
け
，
対
立
の
危
機
を
回
避
す
る
こ
と
を
確
認
2
面
接
法
－
7
名
認
識
・
行
動
面
で
の
変
化
カ
テ
ゴ
リ
ー
化
「
知
識
に
基
づ
く
実
践
へ
の
意
味
づ
け
」「
患
者
の
理
解
・
納
得
・
選
択
を
支
援
す
る
医
療
者
の
役
割
の
見
直
し
」「
医
療
現
場
を
変
え
る
当
事
者
意
識
」
3
質
問
紙
法
78
％
62
名
交
渉
体
験
の
割
合
，
平
均
回
数
，
成
果
が
得
ら
れ
た
者
の
割
合
，
学
び
記
述
統
計
，
推
測
統
計
，
自
由
記
述
分
析
交
渉
体
験
：
58
％
，
回
数
：
3
回
，
成
果
：
53
％
，
学
び
：「
交
渉
の
未
熟
さ
と
そ
の
要
因
」「
交
渉
を
円
滑
に
進
め
る
た
め
の
要
件
」「
交
渉
の
成
果
と
求
め
ら
れ
る
資
質
や
ス
キ
ル
」
4
面
接
法
54
％
7
名
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
中
の
発
言
，
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
か
ら
成
果
を
抽
出
カ
テ
ゴ
リ
ー
化
「
自
己
と
異
な
る
他
職
種
の
関
わ
り
」「
専
門
職
で
あ
る
こ
れ
ま
で
の
自
己
」「
多
職
種
と
目
指
す
と
こ
ろ
は
同
じ
」「
連
携
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
重
要
性
」
5
記
録
物
80
％
32
名
研
修
後
の
活
動
カ
テ
ゴ
リ
ー
化
「
組
織
的
役
割
」「
交
渉
的
役
割
」「
教
育
的
役
割
」「
職
場
づ
く
り
」
6
質
問
紙
法
80
％
15
名
有
意
義
得
点
，
変
化
得
点
，
対
応
の
自
信
得
点
，
理
解
し
あ
え
た
経
験
者
の
割
合
記
述
統
計
，
推
測
統
計
有
意
義
：
84
点
，
ク
レ
ー
ム
対
応
の
変
化
：
78
点
，
部
下
や
同
僚
へ
の
対
応
の
変
化
：
74
点
，
ク
レ
ー
ム
対
応
の
自
信
：
75
点
，
理
解
し
あ
え
た
経
験
：
67
％
7
質
問
紙
法
83
％
15
0
名
有
用
と
思
う
者
の
割
合
記
述
統
計
自
分
に
役
立
つ
：
90
％
，
他
人
に
役
立
つ
：
91
％
8
質
問
紙
法
56
％
35
5
名
有
意
義
と
思
う
者
の
割
合
，
認
識
者
の
割
合
記
述
統
計
，
推
測
統
計
有
意
義
：
94
％
，
接
遇
の
重
要
性
を
認
識
：
95
％
，
医
療
者
側
の
問
題
を
認
識
：
95
％
9
質
問
紙
法
－
17
92
名
理
解
者
の
割
合
，
有
用
と
思
う
者
の
割
合
，
継
続
的
な
受
講
意
欲
者
の
割
合
記
述
統
計
理
解
：
10
0％
，
有
用
：
10
0％
，
継
続
的
な
受
講
意
欲
：
80
％
10
面
接
法
20
％
13
名
研
修
に
よ
る
変
化
カ
テ
ゴ
リ
ー
化
「
多
職
種
連
携
の
重
要
性
の
認
識
と
連
携
行
動
の
増
加
」「
自
分
の
傾
向
の
認
識
と
そ
う
し
た
自
己
理
解
の
重
要
性
の
認
識
」「
自
分
と
患
者
の
関
係
性
の
意
識
」
11
質
問
紙
法
B
T
92
％
FT
82
％
B
T
86
名
FT
77
名
個
人
と
看
護
師
と
し
て
の
意
見
が
対
立
し
た
者
の
割
合
，
理
解
度
記
述
統
計
，
自
由
記
述
分
析
個
人
と
看
護
師
と
し
て
の
意
見
の
対
立
：
68
％
，
異
な
る
立
場
や
価
値
観
，
価
値
の
対
立
，
複
数
の
選
択
肢
が
あ
る
こ
と
へ
の
高
い
理
解
度
12
質
問
紙
法
10
0％
80
名
有
意
義
と
思
う
者
の
割
合
記
述
統
計
有
意
義
：
98
％
13
観
察
法
10
0％
18
名
意
見
抽
出
，
プ
ロ
ダ
ク
ト
作
成
，
活
動
の
実
施
観
察
内
容
の
記
載
委
員
の
積
極
的
な
意
見
抽
出
，
討
論
の
活
発
化
，
討
論
に
よ
る
情
報
や
考
え
の
共
有
，
計
画
の
運
営
を
院
内
に
周
知
し
活
動
の
活
性
化
14
質
問
紙
法
－
－
ク
レ
ー
ム
対
応
の
重
要
性
・
継
続
的
な
受
講
意
欲
・
業
務
で
の
活
用
経
験
の
変
化
記
述
統
計
対
応
の
重
要
性
，
継
続
的
な
受
講
意
欲
，
業
務
で
の
活
用
経
験
の
い
ず
れ
も
増
加
面
接
法
76
％
19
名
日
常
業
務
や
管
理
職
員
と
し
て
の
役
割
な
ど
の
行
動
変
容
カ
テ
ゴ
リ
ー
化
IP
I
を
意
識
し
た
会
話
，
部
下
が
遭
遇
し
た
コ
ン
フ
リ
ク
ト
に
対
す
る
傾
聴
の
指
導
，
複
数
診
療
科
で
の
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
の
開
催
な
ど
前
向
き
な
行
動
変
容
15
質
問
紙
法
10
0％
16
8
名
理
解
者
の
割
合
，
有
用
と
思
う
者
の
割
合
記
述
統
計
理
解
：
90
％
以
上
，
有
用
：
80
％
以
上
不
明
，
非
該
当
：
－
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
：
B
T
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
：
FT
抽
出
さ
れ
た
カ
テ
ゴ
リ
ー
は
「
」
で
示
す
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度，有用度，有意義度，重要性，継続的な受講
意欲，対応の変化や自信，業務への活用経験，
理解しあえた経験，交渉の体験，成果を用いて
いた。質問紙法の分析方法は，推測統計を含ん
だものが 4編8, 10, 13, 15）であった。教育効果の特徴
は，参加者が専門職，学生の場合で異なるた
め，それぞれに分けて述べる。
1）参加者が専門職の論文
目標が「医療メディエーションの理解，態
度，スキルの修得」の論文13, 14, 16, 18, 20, 21）では，受
講生の 9割以上が理解でき，8割以上が役立
つ14, 16, 21）や有意義である13, 18）と回答した。接遇や
クレーム対応の重要性15, 20）や継続的な受講意欲
も増加し16, 20），対応の変化や自信を感じ，クレ
ームに対してスキルを使って理解しあえた経験
をもっていた13）。
2）参加者が学生の論文
目標が「倫理的葛藤の理解」の論文17）では，
異なる立場や価値観，価値の対立への高い理解
度，目標が「交渉の経験」の論文10）では，交渉
体験や成果を感じるものが約半数であった。
Ⅳ．考 察
1．日本の医療におけるコンフリクト・マネジ
メントに関する教育の動向
検討論文は 15編で，発表年はすべて 2009年
以降であった。コンフリクト・マネジメントの
理論と実践は米国で開発され協調的交渉や第三
者介入のメディエーションが制度化し，日本で
は 1990年代から始まったグローバル化の影響
により急速に組織内の多様性が高まり，多民族
国家の実践を導入するようになった22）。また，
近年のコンフリクトの考え方としては，避ける
べきものではなく，奨励すべきものへと変化
し，最小限の業務目標，内容，方法のコンフリ
クトは集団業績を向上させるとしている23）。さ
らに，日本の医療においては，医療事故後の医
療者側の誠実な説明の過程が当事者間で共有さ
れていくように支援するモデルとして医療メデ
ィエーションが生まれ，2005年から日本医療
機能評価機構で医療メディエーター養成研修が
始まっている24）。医療メディエーションは，患
者側と医療者側の対話を支援する関係調整モデ
ルである。医療メディエーターは第三者機関で
はなく病院職員であり，時に患者側をケア的に
支援し，時に医療者側をケア的に支援するよう
不偏性を維持することが大切で，そのための行
動規範をもつ。したがって，検討論文がここ数
年で増加している背景には，グローバル化の影
響と組織・集団・チームの業績向上を目指すう
えでコンフリクト・マネジメントが重要視さ
れ，医療メディエーションが誕生し普及しつつ
あることが関係していると考えられた。
2．検討論文の教育介入と教育効果のレビュー
から把握された課題
参加者が専門職の論文のうち，複数の領域の
専門職が共に学ぶ IPE は 11編であった。IPE
による教育介入として「医療メディエーション
の理解，態度，スキルの修得」が 5編と最も多
く，教育効果として，理解度・有用度の高さ，
対応の重要性への認識や自信の向上，対応の変
化が確認された。医療メディエーションは，4
つのスキル，すなわち，認知構造を把握して，
認知変容と情報共有へのパスを見出す気づきの
ためのスキル，当事者をエンパワーするエンパ
ワメント・スキル，当事者が問題の異なる見え
方に気づき問題を変容させるように促す対話促
進スキル，流れをスムーズにするスキルで構成
している。篠田は，IPW における医療訴訟や
医療過誤による患者・家族の消費者意識の高ま
りへの対応として，すべての医療者がメディエ
ーターとなれるようなスキルを身に着けること
が望ましいと述べている2）。そのため，生涯学
習の段階では，IPE による医療メディエーショ
ン教育の充実が望まれる。
その一方，参加者が学生の論文のうち，複数
の専攻の学生が共に学ぶ IPE の報告はなかっ
た。学士教育における IPE にコンフリクト・
マネジメントを導入している大学として，千葉
大学とトロント大学がある。千葉大学の亥鼻
IPE では，6つの専門職連携コンピテンシーを
もとに，カリキュラムを 4つの Step（共有，
創造，解決，統合）で構成している25）。この中
の Step 3（解決）において，チーム内の対立の
解決を目指し，プログラムとして対立発生のメ
カニズム・対立解決のアプローチに関する講
義，グループワークによる対立背景の分析・対
立解決の疑似体験，グループワークで実際に生
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まれた対立や対立解決のプロセスの振り返りが
含まれている。また，IPE に長い伝統をもつト
ロント大学の学士教育における IPE では，3つ
のコンピテンシー（Values and Ethics, Commu-
nication, Collaboration）をもとに，カリキュラ
ムを 4つのコア学習活動，すなわち，Team-
work, Conflict in interprofessional life, Case-based
learning activity, IPE component in a clinical
placement で構成している26）。この中の Conflict
in interprofessional life において，コンフリクト
のタイプや原因，対処ストラテジーの講義や疑
似の専門職種間の紛争の検討が含まれている。
本研究の結果からは，取り上げているコンフリ
クトは，いずれも専門職種間の認知の齟齬で，
取り上げているコンフリクト・マネジメント
は，交渉が 1編10），価値の対立の理解が 1編17）
であった。教育効果として，異なる立場や価値
観，価値の対立への高い理解度，交渉体験や成
果を感じるものが約半数であったことが確認さ
れた。Robbins は，コンフリクトのプロセスは
4段階（潜在的対立，認知と個人化，行動，結
果）で発展するとしている23）。1段階（潜在的
対立）でコンフリクトを生み出す 3つの条件
（コミュニケーション，組織の規模や専門化な
どの構造，個人的な価値体系などの個人的変
数）が存在し，2段階（認知と個人化）でコン
フリクトが認知され当事者が不安，不満，敵意
を感じる。3段階（行動）で対処する行動（競
争，協調，回避，適応，妥協）が開始し，4段
階（結果）で集団業績の結果が生まれる。この
プロセスに当てはめると，参加者が学生の 1
編17）は 1から 2段階（潜在的対立から認知と個
人化），参加者が学生の 1編10）は 3から 4段階
（行動から結果）に該当し，基礎教育の段階に
おいて，コンフリクトのプロセスが進行した段
階（つまりコンフリクトの対処行動）を実践し
ても，一定の教育効果が得られる可能性が示唆
された。したがって，基礎教育の段階では，
IPE によるコンフリクト・マネジメントに関す
る教育効果を検証していくことが求められる。
その教育内容として，専門職間の認知の齟齬を
取り上げ，コンフリクトの原因分析，コンフリ
クトの認知，対処方法（交渉）を，グループ・
ワークや体験学習によって修得していくことが
望ましいと示唆された。
3．検討論文の研究デザインから把握された課
題
データ収集方法は，質問紙法が 9編と最も多
く，質問紙法の評価指標は理解度，有用度，有
意義度，重要性，継続的な受講意欲，対応の変
化や自信，業務への活用経験，理解しあえた経
験，交渉の体験，成果を用いていた。教育効果
測定に関して，米国に本拠をおく世界最大の人
材開発の機関である ASTD（American Society
for Training and Development）が推奨するモデ
ルに Kirkpatrick の 4段階評価がある27）。レベ
ル 1が反応（Reaction）で満足度を評価し，レ
ベル 2が学習（Learning）で理解度を評価し，
レベル 3が行動・態度（Behavior）で行動変容
を測定し，レベル 4が結果（Results）で行動変
容が組織にどのような成果を達成させたのかを
測定する。教育効果測定には，何を学んだかだ
けでなく，それを実践で用いたのか，つまり，
レベル 3から 4の検証が重要であるとしてい
る。検討論文では概ね，4段階の教育効果測定
モデルの満足度や理解度を示すレベル 1から 2
に相当するものであったため，今後は，教育効
果の測定として，レベル 3の行動変容やレベル
4の成果についても検証を行うことが必要であ
る。
無作為割付，対照群の設定，個人変容の観察
はなく，ベースライン調査はあったものは 2編
のみで，フォローアップ調査の時期は直後が多
かった。教育効果を評価する研究デザインは，
無作為化もしくは非無作為化比較対照試験が適
当である。理由は，教育効果に影響する複数の
要因を排除できるからである。今後は，可能な
限り，無作為割付を行い，対照群には介入しな
い，もしくは，従来型の同一職種だけの介入と
し，教育効果に差がみられたのか検証が望まれ
る。群間比較で全体の割合に変化がなくても，
個人においては変化が生じている場合もあるた
め，個人変容に焦点をあてた評価が必要であ
る。
4．本研究の限界
限界点として四点ある。一点目は，肯定的な
結果は否定的な結果よりも出版されやすいとい
う出版バイアスがあることである。二点目は，
一般的に肯定的な結果は英語で書かれることが
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多いという言語バイアスがあることである。三
点目は，選択基準として日本の現状について英
語で書かれた論文は検索条件から漏れることに
なったことである。四点目は，一種類の医療系
データベースしか使用せず，見落としが否定で
きないことである。
Ⅴ．結 論
日本の医療におけるコンフリクト・マネジメ
ントに関する教育介入がある 15論文について，
教育介入，研究デザイン，教育効果の視点から
レビューした結果，コンフリクト・マネジメン
トの深化を図る IPE を進展する上での課題に
ついて，以下の示唆を得た。
1．参加者が専門職の論文のうち，複数の領域
の専門職が共に学ぶ IPE は 11編であった。
IPE による教育介入として「医療メディエー
ションの理解，態度，スキルの修得」が最も
多く，教育効果として，理解度・有用度の高
さ，対応の重要性への認識や自信の向上，対
応の変化が確認された。患者と専門職種間の
齟齬への対処として，すべての医療者がメデ
ィエーターとなれるようなスキルを身に着け
ることが必要であり，生涯学習の段階では，
IPE による医療メディエーション教育の普及
が望まれる。
2．参加者が学生の論文のうち，複数の専攻の
学生が共に学ぶ IPE の報告はなかった。取
り上げているコンフリクトは，いずれも専門
職種間の認知の齟齬で，取り上げているコン
フリクト・マネジメントは，交渉，価値の対
立の理解であり，教育効果として，価値の対
立への理解，交渉体験や成果が確認された。
そのため，基礎教育で取り上げるコンフリク
トは専門職間の認知の齟齬とし，教育内容に
はコンフリクトの原因分析，コンフリクトの
認知，対処方法（交渉）を含み，教育方法と
してグループ・ワークや体験学習を取り入れ
ることが望ましいことが示唆された。
3．データ収集方法は，質問紙法が最も多く，
質問紙法の評価指標は概ね，4段階の教育効
果測定モデルの満足度や理解度を示すレベル
1から 2に相当するものであった。今後は，
教育効果の測定として，レベル 3の行動変容
やレベル 4の成果についても検証を行うこと
が必要である。
4．無作為割付，対照群の設定，個人変容の観
察はなく，ベースライン調査はあったものは
2編のみで，フォローアップ調査の時期は直
後が多かった。群間比較で全体の割合に変化
がなくても，個人においては変化が生じてい
る場合もあるため，まずは，個人変容に焦点
をあてた評価が必要である。
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